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　今回は，「下水道高普及時代への伝

言」だ。

　今日，国民4人のうち3人が下水道

と生活する時代，下水道があることが

当たり前すぎて，それすら意識されな

い時代において，将来にわたり都市の

存続，成長とともに下水道機能を懸命

に保持し，さらなる向上を目指す，若

き技術者達へのエールを込め，いくつ

かの基本事項についてメモとして伝え

たい。

　国土交通省が発表した2010年度末

の全国下水道普及率は，東日本大震災

で東北3県の一部が未調査とされたが，

概ね75%を超えた。昭和45年（1970

年），工場排水や生活排水により大都

市周辺部の河川がドブ臭を放ち，著し

い水質汚濁が大きな社会問題とされ，

「公害対策基本法」や「水質汚濁防止

法」など，一連の公害関連法が成立し

た時期，全国の下水道普及率は16%程

であったことを思えば，日本の下水道

整備はよくここまでハイピッチで進ん

だものだ。現在，整備済みの下水道管

渠総延長は約44万kmとされ，地球を

優に11周する膨大なストックとなっ

ている。

　この間，全国の自治体において，熱

き情熱を注ぎ地道な努力を重ね，下水

道整備に邁進した多くの技術者達は，

“団塊の世代”を最後に下水道の現場

から去っていった。ここに記すことで，

彼らの気持ちのわずかでも次世代に伝

える一助となれば幸いだ。

　まず，下水道は公共施設の一つでは

あるが，その位置付けは極めて異質で

あることだ。現行の下水道法第10条

に，“下水道が整備されたら，住民は

遅滞なく下水道を使用しなさい（排水

設備の設置義務）”と規定されている。

公共施設を住民に法により強制的に使

用させるなど，他に類を見ない。公園

や街路，市民会館だろうと，それがで

きたら住民はすぐにそれを利用しなさ

い，など言われたためしはない。しか

し，下水道に限っては，できたら，す

ぐに使え，と法で強制されている。何

故だ。

　下水道を整備する目的は，下水道法

第1条に規定されている。「この法律

は，…等を定めて，下水道の整備を図

り，もつて都市の健全な発展及び公衆

衛生の向上に寄与し，あわせて公共用

水域の水質の保全に資することを目的

とする。」と明記されている。そこに

は個人の利便とか，損得，都合などの

類は，一切，差し挟まれてはいない。

隣に住む人が，個人的な損得勘定から

下水道を使わず，台所，風呂からの排

水を道路側溝に直接流すとか，個人的

な管理が不完全な浄化槽からの排水を

流されたのでは，都市の健全な発展も

公衆衛生の向上，河川の清流回復も実

現不可だ。個人の損得勘定一つで，都

市全体や不特定多数良民の共有すべき

利益が損なわれるのでは堪らない。そ

こで，下水道の使用義務を明記したの

だ。一方，市民に使用義務を課す以上，

施設管理の責務は極めて重い。

　日常，下水道管理者は，管渠，ポン

プ場，処理場，総ての施設について，

その本来機能を保全しておかなければ

ならない。これは，どの公共施設管理

者も同様だ。では，非常時にはどうか。

例えば，大震災が発生し，上水道，下

水道施設が被災，損傷した場合はどう

か。上水道は当然“断水”だ。水道管

理者は，自らの施設が完全に機能復旧

できるまで，やむを得ず“断水”措置

を採る。当然だ。不完全な施設機能で，

水道管路の破損部から病原菌でも侵入

されたなら，地震どころではない。一

方，下水道ではどうか。今回の東日本

大震災では，満身創痍状態の下水処理

場でも，流入する下水には，できる範

囲で，最善の対応，対処が求められた。

それが下水道に課せられた必然的使命

だ。次回も，上水道と対比して，下水

道の特質をメモしたい。

 〈編集委員長　石川和秀〉
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